
第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート
「活気」があふれるまち

へ

コミュニティ・市民自治

施策番号 ４８．市民自治の確立

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 20.3

実績値 16.2

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成30年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課
市民センター（公民館）管理運営事業 まちづくり協働課
協働のまちづくり条例推進事業 まちづくり協働課

まちづくりセンター管理運営事業 まちづくり協働課
（公財）草津市コミュニティ事業団と連携
し、センター利用者の増加を図るとともに
市民活動を推進した。

草津市協働のまちづくり条例に基づき、中間支援組織として指定している（公財）草津市コミュニティ事業団と
（社福）草津市社会福祉協議会の活動内容により、さらなる協働のまちづくりが促進される。

主要事業 担当課 達成度評価理由

まちづくり協議会推進事業 まちづくり協働課
各まちづくり協議会等との協議を重ね、地域ま
ちづくりセンターの設置と指定管理者制度の導
入を行った。

まちづくり協議会が、その認知度を高め、市民自治のさらなる強化に向けて中心的な役割を担っていただく必
要があることから、地域の活動拠点として地域まちづくりセンターのさらなる活用を図り、指定管理者による運
営の安定化に向けて必要な支援を行う。

市民主役のまちづくりが進んでいるかという質問にそう思う、ややそう思うと回答した人の割合（％）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

（※基準値） 18.3 19.3

14.5 16.7 14.8

市民主役のまちづくりが進んでいるかという質問に「そう思う」および「ややそう思う」と回答した人の割合が前
年度より1.4ポイント増加したが、住民自治の確立に向けて取り組む余地がある。

まちづくり協議会の活動内容や草津市立まちづくりセンターでの各種団体の活動内容等が十分に周知されて
いないと考えられることから、市としてもそれらの役割や活動内容等について、積極的に周知していく必要があ
る。

まちづくり協議会や草津市立まちづくりセンター等の充実を図り、基礎的コミュニティ、市民公益活動団体、大
学、企業等の多様な主体の連携と協働によるまちづくりを促進します。

まちづくりの基本方針

分野

20－01－① 基本方針

市民自治の確立のための環境整備

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

20-1-①



第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート
「活気」があふれるまち

へ

コミュニティ・市民自治

施策番号
４９．基礎的コミュニティ

の活性化

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 54.5

実績値 48.9

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成30年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

掲示板設置補助事業 まちづくり協働課
コミュニティ活動初期備品整備補助事業 まちづくり協働課
自治会活動保険加入補助事業 まちづくり協働課

事務事業 担当課
行政事務委託事業 まちづくり協働課
草津市自治連合会活動費補助事業 まちづくり協働課

近年、市内で宅地開発が進み、転入超過傾向にある（平成28年度転入超過実績1,326人増加）。

主要事業 担当課 達成度評価理由

コミュニティハウス整備補助事業 まちづくり協働課
当初予定していた3件の補助事業をすべ
て実施し、次年度以降の補助事業の相談
も数件受けたため。

町内会での活動への参加については、基礎的コミュニティの活性化にとって重要な要素であることから、自分
たちのまちをより住みよいものとしていくため、引き続き、町内会の中で実際に活動をすることの意義等を啓発
していく。

町内会の活動に参加している市民の割合（％）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

（※基準値） 52.5 53.5

45.8 51.9 50.3

市民意識調査の結果、町内会の活動に参加している市民の割合は、前年度より1.4ポイント減少した。しかし、
その一方で、平成28年度末の町内会加入率は91.5％であるため、町内会に加入しているものの、実際には町
内会の活動に参加できていない人が多くいるものと考えられる。

町内会の中で活動することの意義が市民に十分に伝わっていないと考えられるため、啓発活動をさらに充実さ
せていく必要がある。

良好な地域社会の形成、住民福祉の増進、住民主体のまちづくりのさらなる推進を図るため、町内会や自治
会など住民自治組織の活動を支援します。

まちづくりの基本方針

分野

20－02－① 基本方針

基礎的コミュニティ活動の支援

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

20-2-①



第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート
「活気」があふれるまち

へ

コミュニティ・市民自治

施策番号
５０．市民公益活動の

促進

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 58

実績値 54

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成30年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課
市民活動推進事業 まちづくり協働課

市民公益活動団体を支援する（公財）草津市コミュニティ事業団等の中間支援組織の活動が、施策実績に大き
く影響する。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（公財）草津市コミュニティ事業
団運営費補助事業

まちづくり協働課
市と（公財）草津市コミュニティ事業団とが
連携し、各種講座や交流イベントを計画ど
おり実施した。

引き続き、（公財）草津市コミュニティ事業団と連携しつつ、市民活動支援を継続し、市においても、新たな制度
の実施につなげる。

市内のＮＰＯ法人数（団体）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

（※基準値） 54 56

52 51 49

市内のＮＰＯ法人数は、平成25年度から年々減少傾向にあったが、今年度については５団体の増加となった。

市民公益活動団体を支援する市の事業をとりまとめた市民活動資料集を発行した。（公財）草津市コミュニティ
事業団が実施した各種講座の支援を行った。

（公財）草津市コミュニティ事業団と連携を図りながら、各種団体の活動を支援する補助金制度の拡充や、まち
づくり講座、交流イベントの積極展開などに努めます。

まちづくりの基本方針

分野

20－03－① 基本方針

市民公益活動の支援

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

20-3-①


